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論文の内容の要旨 
 
小坂雅人氏の博士学位論文は、医療保障制度における公私の役割分担を検討したものである。そ
の要旨は以下のとおりである。 
 
目的 
日本の医療保障制度は公的医療保険を基盤とする皆保険として国際的にも高い評価を受けてい
るが、その財政は危機的状態にあり、制度の持続可能性が懸念されていることから、小坂氏は医療
費用の保障（医療財源）と国民の健康増進（予防活動）の２つの側面において、私的医療保険が公
的医療保険を補完する可能性と、医療サービスへのアクセスの公平性に及ぼす影響ならびにその対
策について検討している。 
 
方法 
第１章では日本における私的医療保険の役割を検討するため、イギリス、オーストラリア、フラ
ンス、ドイツのそれと対比・検討している。第２章では『生活保障に関する調査』の個票データを
用いて、「医療保険」と「がん保険」の需要決定要因を検討するため、「非加入」、「医療保険のみ加
入」、「医療保険・がん保険重複加入」の３カテゴリを従属変数とした多項選択モデルと３カテゴリ
の順序性を仮定した順序選択モデルによる分析を行っている。第３章では大腸がん検診と胃がん検
診の受診率向上による死亡率低下が生命保険の保険金支払額の減少にどれだけ寄与するかをマル
コフモデルに基づき推計し、私的医療保険の疾病予防活動における役割を検討している。 
 
結果 
第１章では諸外国において私的医療保険の加入有無が医療サービスへのアクセスに影響を与え、
社会的な公平性にマイナスの影響を及ぼすことを避けるため、低所得者に私的医療保険の保険料を
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補助したり、保険者に対しリスク選択を禁止したうえで保険者間のリスク構造調整を行ったりする
などの公的な介入も行われていることを指摘している。また、私的医療保険における予防給付・活
動は、保険金支払額が比較的高額となる二重保険や代替保険では行われているが、補完・補足保険
では行われていないことも指摘している。一方、日本では「がん保険」を取り扱う生命保険会社が
がん検診受診を推進する活動を行っているが、それは CSR的なものであると指摘している。 
第２章の分析で明らかになったことは以下の通りである。私的医療保険の加入率は「年齢」とと
もに上昇するが、45～50 歳を境に低下に転じていた。これは年齢に伴って上昇する健康リスクが
私的医療保険の需要を伸ばす一方、年齢に伴って上昇する保険料が需要に歯止めをかけた結果と指
摘されている。2001年から 2010年にかけて、健康不安の大きい者が私的医療保険に加入しにくく
なっていた。これは私的医療保険の販売規制が撤廃された 2001年以降、保険者が加入時のリスク
選択基準を厳しく設定した可能性が考えられたと指摘されている。本人年収が高いほど医療保険と
がん保険に重複加入していた。このことから私的医療保険の加入には所得が影響していると指摘し
ている。 
第３章で行ったシミュレーションでは、現状の検診受診率が 10 年間維持された場合と比して、
支払保険金の減少額は、検診受診率が 50%に上昇した場合で約 44億円、75%で約 106億円、100%
で約 168億円になることを明らかにしている。これは新規契約に基づくシミュレーションで、保有
契約は新規契約の約 10 倍の契約数のため、検診受診率の向上が保険会社に与える影響はより大き
なものであることも指摘されている。 
 
考察 
小坂氏は、公的医療保険の給付範囲の見直しが行われた場合、補完・補足機能をもつ実損填補型
の私的医療保険が普及することが見込まれるが、実損填補型の私的医療保険は現在主流の保険期間
が長期の定額給付型とは異なり、公的医療保険の制度変更にも迅速に対応することが期待されるう
え、インフレリスクを回避するためには保険期間を短期にせざるを得ないため、加齢に伴う保険料
の上昇は定額給付型のそれを上回るものと想定している。そして、定額給付から実損填補による補
完・補足へと私的医療保険の機能が変化した場合、特に高齢者の私的医療保険需要に対してマイナ
スの影響を強めることが想定されることから、高齢者に対する保険料補助やリスク選択の禁止とい
った公的介入を検討する必要があると論じている。さらに、私的医療保険の加入有無が、必須医療
サービスへのアクセスの公平性に影響を与える場合、低所得者や高リスク者が私的医療保険に加入
しやすくなるような公的支援や、低所得者や高リスク者に対する公的給付の充実も検討する必要が
あると論じている。 
一方、がん検診受診率の向上が生命保険の死亡保険金を削減することが確認されたことから、生
命保険（死亡保障）と私的医療保険を同一の保険会社が取り扱っているという日本特有の事情を活
用し、私的医療保険の保険者に、予防活動領域において公的保険の補完的な役割を担わせることも
十分検討に値するとしている。さらに、その他の生活習慣病を対象とした予防活動にも、死亡率や
罹患率を引き下げる効果が期待され、公的医療保険の中長期的な財政健全化ばかりではなく、私的
医療保険や生命保険の収支改善にも寄与するものと考えられるが、今後、日本において普及が見込
まれる補完・補足保険が、先進的な高額医療を給付対象とするようになった場合には、私的医療保
険の保険者が、諸外国の二重保険や代替保険の保険者が行っているような、生活習慣病等の罹患率
低下を目的とする予防活動に取り組む動機を持つようになる可能性もあることを示唆している。 
 
審査の結果の要旨 
（批評） 
 わが国の医療保障における公私の役割を検討した本研究では、公的医療保険の範囲が縮小された
場合に生じうる医療サービスのアクセス格差に着目し、高リスク者や低所得者に対する公的な介入
の必要性を示唆した点、また保険会社を保健予防活動の社会インフラとして活用する可能性を実証
した点で、わが国が今後取り組むべき医療保険の制度改革に有用な知見を供した。 
平成 28年 12月 7日、学位論文審査委員会において、審査委員全員出席のもと論文について説明を求
め、関連事項について質疑応答を行い、最終試験を行った。その結果、審査委員全員が合格と判定した。 
よって、著者は博士（学術）の学位を受けるのに十分な資格を有するものと認める。 
